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家族で京都市交響楽団の演奏会に行ってきました。次女（小学

3 年）は指揮の広上淳一さんが大好きになりました。次女が言う

には「（広上さんは）自分の世界に入っているんじゃないんやで。

音楽の世界に入っているんやで。音楽が楽しいってことをみんな

に伝えようとしているんやで。」とのこと。広上さんは本当にそん

な感じでした。 

みなさんのご意見・ご要望をお寄せください！ 

 10月15日から、

インフルエンザの

予防接種が始まっ

ています。 

 昨年までは、高齢

者向け（65歳以上）

助成制度が非課税

世帯は0円、課税世

帯でも 1,500 円で

接種できていまし

たが、今年からは、

所得に応じて最高

で 2,000 円が徴収

されることになり

ました。 

 ここで、料金の値上げとともに大問題となっているのが、手続

きの煩雑さです。昨年までは、介護保険料の納入通知書などを持

って、予防接種を受ける医療機関に直接行けばよかったのです

が、今年からは、所得が 125 万円以下の方は、わざわざ事前に

区役所に申請書を提出し、証明書をもらわないと2,000円の最高

額を払わないといけなくなりました。 

 市民からは、昨年と同様に予防接種を受けやすい制度にしてほ

しいという声がたくさん寄せられており、共産党市会議員団も議

会でこの問題を繰り返し取り上げてきています。 

予防接種を受けにくくすることは、高齢者の命にかかわること

です。引き続き、制度の改善に向けて力を尽くします。 

 

会が来年4月の京都知事選挙です。 

先日は、民主府政の会左京連絡会が学習会を開き、光永府会議

員からの報告がありました。そこで強調されていたのが、構造改

革路線を進める今の府政を変えることは安倍政権の暴走にスト

ップをかけることになる、という点です。みなさん、力を合わせ

ましょう。 

 

報
告
す
る
光
永
府
会
議
員 

 2012年度決算議会が終わりました。国民健康保険会計は5年

連続の単年度黒字で 5 年での黒字金額は 94 億円にもなりまし

た。共産党は高すぎる保険料の値下げを行うよう求めましたが、

市長は冷たく拒否。敬老乗車証の廃止方針も撤回を求めました

が、これも方針通りに進めて行く考えを示しました。台風18号

被害に関して、職員体制の充実で市民の命と財産を守るよう提

案しましたが、これまで職員を削減したことを「成果」と語り、

さらに職員削減を進めるとしています。 

 こうした決算を認めることはできないということで、一般会

計決算や国民健康保険会計決算など、6つの決算は反対し、残り

の16の決算には賛成しました。自民・公明・民主・京都党はす

べての決算に賛成しています。 

 

高すぎる国保料や敬老乗車証の

廃止方針は「京プラン（京都市基

本計画）」の実施計画という、構造

改革路線の京都市版にもとづくも

ので、市民の命とくらしを切り捨

てるものです。構造改革路線は、

安倍政権が協力に推し進めている

ものであり、この政治を転換しな

ければなりません。その絶好の機
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京都市高齢者インフルエンザ予防接種 

 

■ 昨年度まで 
・ 非課税世帯は0円、課税世帯は

1,500円 
・ 予防接種を受ける医療機関に

介護保険料納入通知書などを
持って直接行く 

■ 今年から 

・ 所得に応じて0円、1,000円、
1,500円、2,000円になる 

・ 事前に区役所に申請し証明書

をもらい、それを持って医療機
関に行かないと最高額の
2,000円 

 岩倉 9 条の会・岩倉

北 9 条の会・静一 9条

の会が共催して、経ヶ岬

に建設が強行されよう

としている米軍レーダ

ー基地予定地の見学ツ

アーがあり、私も参加させていただきました。 

 知事が、住民の意見も聞かずに、アメリカ国内では当たり前の

環境影響調査すら国に求めないまま、基地建設を容認する姿勢を

示したことはまったく許せません。 


